都道府県広報広聴活動調査結果（2016年度）

調査概要

１　調査目的
　全国の都道府県の広報広聴活動の実態を把握する。
２　調査対象
　47都道府県の広報広聴主管課の担当者。
３　調査時期
　平成29（2017）年1月末～平成29（2017）年3月。
４　調査方法
　都道府県の広報広聴主管課に依頼。
５　回収率
　100％（47都道府県）。
広報紙

■1　判型
　2013年度に比べて、「タブロイド判」は増加し、「A4判」は減少している。

[image: image1.emf]2008年度 2009年度 2013年度 2016年度

タブロイド判 20 20 14 18

A4判 23 24 28 25

B5判 0 0 0 0

その他 4 4 4 4

総数 46 47 45 47


※複数回答あり
　その他は、「ブランケット判」「A4判変形」「新聞掲載」など。
■2　外注
　すべて外注しているのは、大阪府、佐賀県。
　企画以外を外注しているのは、北海道、秋田県、京都府、兵庫県、島根県。
[image: image2.emf]2004年度 2005年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

一部外注 10 10 15 15 18 15 14 13 16 15 10

全部外注 5 4 4 3 3 3 4 4 1 1 3

一部外注 15 11 18 17 18 18 16 13 19 19 17

全部外注 9 11 13 14 14 12 13 15 12 11 13

一部外注 21 15 23 23 25 22 19 18 22 19 22

全部外注 8 10 11 10 10 9 9 9 6 8 7

一部外注 21 19 17 21 23 24 21 22 24 27 24

全部外注 13 13 15 12 12 11 12 13 11 11 14

一部外注 7 5 5 2 4 6 3 4 7 9 6

全部外注 36 39 40 42 42 39 41 41 40 37 41

44 44 47 46 47 46 46 45 47 47 47

総数



企画

取材

原稿作成

写真

デザイン


■3　広報紙へのAR機能の導入

　「AR導入経験あり」は、　　 12団体。

　「AR導入予定」は、　　　　　0団体。

　「AR導入予定なし」は、　   33団体。

※無回答あり
■4　配布方法

　各世帯への配布方法では、「新聞折り込み」が最も多い（27団体）。「自治会・町内会」（21団体）、「発送業者」（18団体）、「シルバー人材センター」（8団体）が続く。
　補完的な配布方法では、「公共施設配置」が最も多い（31団体）。「店頭設置」（30団体）、「郵送」（22団体）が続く。
[image: image3.emf]2004年度2007年度2008年度2009年度2010年度2013年度2016年度

自治会・町内会（区長会も含む） 22 23 22 24 24 25 21

シルバー人材センター 2 3 5 6 6 9 8

新聞折り込み 23 24 25 25 23 22 27

広報配布委員（行政連絡員・行政協力員も含む） 1 2 0 1 3 3 2

発送業者（ポスティング等も含む） 10 15 15 16 18 17 18

郵送 16 13 15 11 15 18 22

職員 　－ 1 0 0 0 3 1

公共施設設置（公民館等も含む） 　－ 　－ 　－ 23 34 34 31

店頭（街頭）設置（駅、郵便局、金融機関、コンビニ等を含む） 8 7 9 11 30 31 30

総数 44 47 46 47 46 45 47


※複数回答、無回答あり

　「市町村経由」「地域情報紙・市町村広報紙に掲載」の回答もあり。
ウェブサイト
■1　更新作業
　「担当主管課」は、16団体。

　「各課」は、　　　43団体。

　「委託業者」は、　 7団体。
※複数回答あり
■2　 CMS（コンテンツ管理システム）の利用
「CMSを利用」は、46団体。
[image: image4.emf]2008年度 2009年度 2010年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

CMSを利用  33 38 42 42 43 45 45 46

総数 46 47 46 46 45 47 47 47


CMSの製品は、以下のとおり。
CMS-8341　16団体　　　　　Net Crew　　8団体　　　など。
■3　サイト運営・保守に対する年間費用
　　　100万円未満　　　　　              2団体

　　　100万円以上　      200万円未満　　3団体

　　　200万円以上　      500万円未満　 10団体

　　　500万円以上　    1,000万円未満　 10団体

　　　1,000万円以上　　2,000万円未満　  6団体

　　　2,000万円以上　　　　　　　　     5団体
※このほか、不明、非公開など
■4　 SNSの活用
「YouTubeを活用している」は、2015年度に比べて4団体増加し47団体に。Facebookとともに全団体で活用されることになった。
[image: image5.emf]2012年度 2013年度 2014年度 2015年度2016年度

活用している 40 43 45 46 46

広報主管課で活用 26 30 33 36 37

他の課で活用 23 34 37 39 42

活用している 42 44 46 47 47

広報主管課で活用 20 30 33 34 36

他の課で活用 31 35 38 39 42

活用している  －  － 15 15 21

広報主管課で活用  －  － 6 4 4

他の課で活用  －  － 12 13 21

活用している 29 39 39 43 47

広報主管課で活用  －  －  －  － 41

他の課で活用  －  －  －  － 31

活用している  －  －  －  － 23

広報主管課で活用  －  －  －  － 10

他の課で活用  －  －  －  － 17

46 45 47 47 47

YouTube

Instagram

Twitter

Facebook

LINE



総数


※無回答、複数回答あり
■5　スマートフォン専用サイト
　「全ページ」は、34団体。2015年度に比べて8団体増加している。
[image: image6.emf]2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

トップページのみ 2 6 6 5 5

主要ページのみ 1 4 9 6 3

全ページ 5 7 16 26 34

ない 37 27 15 9 5

総数 46 45 47 47 47


※無回答あり
■6　スマートフォン向け専用アプリ

　「アプリを配信している」は、26団体。2015年度に比べて6団体増加している。

　「観光アプリ」が最も多い（17団体）。

[image: image7.emf]2014年度 2015年度2016年度

アプリを配信している 14 20 26

広報紙アプリ  －  － 1

子育てアプリ 3 7 7

防災アプリ 3 3 5

ごみ分別アプリ 0 0 0

観光アプリ 9 11 17

その他 5 7 12

ない 28 22 16

分からない 5 5 5

総数 47 47 47


※無回答、複数回答あり
　その他は、「復興状況等発信」「地域の総合ニュース」「知育、健康」「県の魅力発信」「原子力情報アプリ」「広報アプリ」。
■7　システム・機能
　「アクセシビリティ支援ツール」は33団体。2015年度に比べて5団体増加している。一方「ブログ」は7団体減少している。
[image: image8.emf]2010年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

ブログ 12 23 25 29 30 23

USTREAM  － 3 10 9 8 9

電子地図 22 15 22 23 20 18

広報紙の電子書籍版（PDFを除く） 4 10 10 18 19 19

アンケートフォーム  －  －  －  －  － 32

アクセシビリティ支援ツール 26 29 29 26 28 33

メールマガジン 36 39 36 37 37 33

安全安心（不審者）情報 23 20 18 14 15 16

その他 0 1 2 1 1 2

総数 46 46 45 47 47 47


※複数回答あり

　その他は、「音声読み上げ機能」「自動翻訳機能」など。

■8　「ウェブアクセシビリティ方針」の策定・公開
　「既に実施」は、34団体。2015年度に比べて2団体減少している。
[image: image9.emf]2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

既に実施 3 22 32 36 34

実施予定 35 19 13 9 11

予定なし 4 1 1 2 0

分からない 3 2 1 0 2

総数 46 45 47 47 47


※無回答あり
■9　 JISX8341-3に基づいた試験結果の公開
　「既に実施」は、2010版で26団体。2015年度に比べて10団体増加している。一方、2016版で実施は、わずか2団体だった。
[image: image10.emf]2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

既に実施 2010 版 0 3 7 16 26

2016版  －  －  －  － 2

34 34 34 26 17

6 3 5 5 0

5 5 1 0 3

46 45 47 47 47



実施予定

予定なし

分からない

総数


※無回答あり
その他
■1　住民やNPO、民間と連携した広報活動の現状
　住民やNPO、民間と連携した広報活動（広報紙制作も含む）を行っているのは、24団体。具体的な活動は、以下のとおり。

北海道
コンビニ等活用広報、大型街頭ビジョン、フリーペーパー等

青森県
コンビニ等での情報発信

岩手県
包括連携協定を締結したコンビ二等にパンフレット、ポスター等を配置、県民参画広報事業の実施

宮城県
コンビニ等への広報物設置など

山形県
包括的連携協定を締結したコンビニ等に広報誌やパンフレットを設置

茨城県
県が委嘱した女性特派員による広報紙記事作成

群馬県
県民リポーター制度

埼玉県
生協の広報紙に掲載枠を提供してもらい、県イベント等の案内を掲載。コンビニ・銀行のモニター等に動画・静止画を配信

神奈川県　くらしに身近な金融に関する広報活動

静岡県
FacebookをNPO(大学生主体)と共同運用、コンビニ等での広報物配架

愛知県
ウェブマガジンの記事作成、あいち広報大使との連携広報

三重県
県プロモーション企画として県や市町の施策(事業)に関する民間のライターやカメラマンによる取材記事をプロモーションサイトに掲載している

京都府
カゴメ(株)と京野菜を使ったメニューの共同開発により京野菜をPRなど

大阪府
映画等のタイアップ

兵庫県
読者編集員を募って紙面への意見をもらう

奈良県
包括連携協定を締結したコンビニ等への広報物の設置

広島県
コンビニやスーパー等への広報物設置、デジタルサイネージでの広報映像放映

山口県
コンビニ・スーパーでのチラシ配架・ポスター掲示

徳島県
コンビニ等への県広報物の設置

香川県
楽天(株)運営サイト「まち楽・香川県」での情報発信

愛媛県
タウン情報紙制作、テレビ番組放送、NHKデータ放送

福岡県
銀行やコンビニ等と締結した包括連携協定に基づき、広報紙の配架や機関誌への県情報掲載などを実施

佐賀県
コンビニエンスやショッピングモールでの広報

熊本県
コンビニ・スーパーでのチラシ配架、ポスター掲示
■2　広報紙、ウェブサイト以外の広告（有料）事業
広報紙、ウェブサイト以外の広告事業を行っているのは、28団体。具体的な広告掲載媒体は、以下のとおり（無記載回答あり）。

岩手県
納税用封筒への広告記載、県庁舎内広告

北海道
新聞広告

青森県
県庁舎内の案内板、自動車税納税通知書等

岩手県
納税用封筒への公告掲載、県庁舎内公告

秋田県
県庁舎内内のパネル掲出、自動車税納税通知書(裏面)への広告

福島県
県の施設(福島県産業交流館、あづま総合運動公園)、公用車へ広告掲出

茨城県
デジタルサイネージ(電子広告)、県庁舎内広告、県公用車への広告、県庁舎広告マット

栃木県
庁内壁面ポスター広告、文書発送用封筒、各種パンフレット等

埼玉県
納税通知書の封筒やイベントのパンフレット等に広告を掲載等

千葉県
千葉県庁の封筒の表 裏面の余白部分、県税の納税通知書の余白部分、千葉県職員録、千葉県ハンドブック　ほか
神奈川県　庁舎への掲示パネル、ネーミングライツ、公用封筒の公告枠

富山県
自動車税納税通知、施設、施設内工作物への広告記載等

石川県
県有施設の壁面、ポスターフレーム等で広告掲載場所を指定

山梨県
自動車納税通知封筒、セーフティドライブ・チャレンジ123申込書、パンフレット「ミュージアムインフォ」、パンフレット「リニア見学センター施設概要」、封筒

長野県
公用車、庁内エレベーター、玄関マット、封筒等

岐阜県
封筒、自動車税納税通知書封筒、庁舎内壁面、職員のパソコン画面、職員の給与明細、県有施設ネーミングライツ

三重県
封筒、公用車への広告、施設のネーミングライツ、スクールバスへの広告、旅券センターのパンフレットラック等の広告事業を実施

滋賀県
県有施設壁面や発行物への広告掲示

京都府
封筒、パンフレットなど

大阪府
メールマガジン

兵庫県
職員パソコン起動画面、庁舎内掲示板

奈良県
庁内掲示ポスター、県有施設ネーミングライツ、自動車税納税通知書封筒

和歌山県　職員給与明細の裏面への広告

鳥取県
公用車、職員用パソコン、ネーミングライツ、納税通知書

岡山県
封筒への広告の掲載

広島県
県税納税通知書,県職員録,カレンダー,施設内広告

山口県
封筒

徳島県
庁内エレベーター、給与明細メールへの広告掲載

香川県
自動車納税通知書封筒への広告掲載など

愛媛県
県有施設でのポスター広告等

福岡県
封筒、庁内エレベーター、食堂、給与明細

佐賀県
庁舎内掲示ポスター、公用車掲示、納税通知書など

長崎県
庁舎内のホール・エレベーター、自動車税納税通知書封筒

大分県
庁舎エレベーターの壁面広告

宮崎県
新聞広告

鹿児島県　施設入場観覧券・リーフレット、県有施設壁面 等

沖縄県
電子チラシ「Shufoo!」
■3　広聴活動

　多いものから順に、

パブリックコメント　　　　47団体

知事との対話　　　　　　　38団体

メール　　　　　　　　　　37団体

インターネット意見募集　　37団体

出前講座　　　　　　　　　37団体

アンケート　　　　　　　　36団体

知事への手紙　　　　　　　32団体

施設見学会　　　　　　　　32団体

[image: image11.emf]2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

知事への手紙 33 39 37 39 35 34 34 34 33 32

知事との対話 36 38 36 39 38 38 37 38 36 38

懇談会 24 25 22 21 15 15 14 16 19 17

メール  －  －  － 32 34 40 41 39 41 37

インターネット意見募集 41 40 42 39 36 36 33 36 38 37

電子会議室  －  －  －  － 4 3 1 1 1 2

パブリックコメント  －  －  － 38 38 45 41 44 44 47

意見箱  －  －  － 13 14 20 20 22 20 23

出張講演会 20 28 28 35 14 1 2 2 2 4

出前講座  －  －  －  － 34 35 37 37 34 37

モニター 27 33 30 25 23 22 25 27 27 27

アンケート 27 29 29 28 30 33 33 36 36 36

施設見学会 19 20 15 17 20 21 21 24 26 32

その他 17 12 14 10 6 10 4 6 6 8

総数 44 47 46 47 46 46 45 47 47 47


※複数回答あり
　その他は、「県政相談」「世論調査」「団体広聴」など。

■4　ビッグデータ・オープンデータを活用した広報広聴活動

　ビッグデータ・オープンデータを活用した広報広聴活動を行っているのは、7団体。

茨城県
インターネット広報紙サービス「マイ広報紙」による広報紙「ひばり」の配信

群馬県
平成28年度にTwitterの全量データを用いて、群馬の温泉等に関するクチコミ分析を行った。
埼玉県
広報情報をリアルタイムにオープンデータ化し、公開している。

東京都
「マイ広報紙」への広報東京都掲載データ掲載。
新潟県
県ウェブサイトに掲載の公開情報を一部オープンデータとして提供。ニュースアプリ等のソースとして活用いただいている。

三重県
県のウェブサイトにオープンデータライブラリを開設。利活用事例を紹介。
高知県
県のウェブサイトにオープンデータ利用規約及びオープンデータを掲載。
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